
令和２年度決算概要



１．経営成績（損益の状況）
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（１）法人全体

令和２年度は、経常収益を9,184億円（対前年度△509億円）、経常利益を
1,380億円（対前年度＋284億円）計上。臨時損失を1,019億円計上した結果、
495億円の当期純利益を計上。

R1

R1

R1 R2

経常費用
7,804億円(△793)

・都市再生業務費

1,118億円(△465)

・賃貸住宅業務費

4,742億円(+124)

・震災復興業務費・震災復興受託費

453億円(△191)

・市街地整備特別業務費

313億円(△163)

・一般管理費

223億円(+30)

・財務費用
834億円(△122)

・販売用不動産等評価損
69億円(＋30)

臨時損失 1,019億円(+272)

(減損損失 1,018億円)

当期純利益 495億円(+102)

臨時利益 134億円(+89)

経常収益
9,184億円(△509)

（※）単位未満切捨て

・都市再生業務費

1,583億円

・賃貸住宅業務費

4,618億円

・震災復興業務費・震災復興受託費

645億円

・市街地整備特別業務費

477億円

・一般管理費

192億円

・財務費用
956億円

・販売用不動産等評価損
38億円

経常費用
8,598億円

経常収益
9,693億円

臨時損失 747億円
(減損損失,747億円)

当期純利益 393億円

・都市再生業務収入

1,583億円(＋34)

・賃貸住宅業務収入

6,360億円(+54)

・震災復興業務収入・震災復興受託収入

456億円(△198)

・市街地整備特別業務収入

505億円(△253)

・都市再生業務収入

1,548億円

・賃貸住宅業務収入

6,306億円
・震災復興業務収入・震災復興受託収入

655億円

・市街地整備特別業務収入

759億円

臨時利益 44億円
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（２）セグメント別

公園特別セグメントについては、令和２年度の取引実績なし。

10,421,455,887

14,139,351,263

△ 341,627,461

14,033,576,682

10,391,512

1,049,909,293
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472億円
(+368)

R1 R2

法人単位
393億円

都市再生勘定
242億円

宅地造成等経過勘定
150億円

都市再生勘定
453億円(+211)

宅地造成等経過勘定
41億円(△109)

法人単位
495億円(+102)

△9億円
(△6)

31億円
(△108)

（※） 単位未満切捨て

10億円
(△0)

-億円
(△0)

△9億円
(△150)

104億円
△3億円

141億円 140億円

0億円 10億円

１．経営成績（損益の状況）
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（３）都市再生

都市再生セグメントは、敷地譲渡収入を1,451億円計上。大型譲渡案件の引
渡を着実に進めたこと等により、472億円の当期純利益を計上。

敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
377億円

施設等譲渡原価
1,111億円

当期純利益 104億円

敷地譲渡収入
428億円

R1

施設等譲渡収入
1,000億円

当期純利益
472億円(+368)

R2
（※）単位未満切捨て

その他費用
225億円

補助金等収益 165億円

その他収益
224億円

敷地譲渡原価
951億円(＋573)

施設等譲渡原価
49億円(△1,061)

その他費用
225億円(△0)

敷地譲渡収入
1,451億円(＋1,023)

補助金等収益
67億円(△97)

その他収益
180億円(△44)

１．経営成績（損益の状況）
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（４）賃貸住宅

賃貸住宅セグメントは、投資等によるストックの良質化を進めつつ、営業活動
の強化を図り収益の確保に努めたことにより、家賃収入を5,438億円計上した
一方、ストック再生の推進に伴う減損損失の計上により、9億円の当期純損失
となった。

財務費用

その他費用

減損損失

当期純利益

家賃収入

敷地譲渡収入

その他収益

当期純損失

管理業務費
3,586億円

財務費用
904億円

家賃収入
5,433億円

R1 R2

減損損失 638億円 その他収益
1,002億円

その他費用
1,178億円

管理業務費
3,674億円(＋87)

財務費用
787億円(△116)

その他費用
1,246億円(+67)

減損損失 879億円（+240） その他収益
1,100億円(+98)

家賃収入
5,438億円(＋4)

（※）単位未満切捨て

当期純利益 141億円
当期純損失 9億円(△150)

敷地譲渡原価
19億円

敷地譲渡収入
32億円

敷地譲渡原価
49億円（+30）

敷地譲渡収入
88億円（+56）

１．経営成績（損益の状況）



受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失

受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失R1

当期純損失
9億円（△6）

R2
（※）単位未満切捨て

受託費
414億円(△226)

受託収入
423億円(△232)

受託費 641億円 受託収入 655億円

その他費用 18億円

その他費用 17億円(△0)

譲渡原価（災害公営住宅）

34億円（+34）

譲渡収入（災害公営住宅）

33億円（+33）

当期純損失 3億円
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（５）震災復興

震災復興セグメントは、災害公営住宅の引渡を完了。住宅譲渡収入と復興市
街地整備に伴う受託収入を合わせて456億円計上したが、9億円の当期純損失
を計上。

１．経営成績（損益の状況）
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（６）市街地特別

市街地特別セグメントは、賃貸宅地資産の圧縮に努めたことによる宅地譲渡収
入を298億円計上、また、宅地賃貸料収入を207億円計上した結果、31億円の
当期純利益を計上。

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

敷地賃貸料収入

代行返上益

その他収益

当期純損失

敷地譲渡原価

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

敷地賃貸料収入

代行返上益

その他収益

当期純損失

当期純利益
31億円(△108)

宅地譲渡原価
376億円

宅地譲渡収入
509億円

R1 R2

その他収益 22億円

宅地譲渡原価
247億円(△129)

宅地譲渡収入
298億円(△211)

宅地賃貸料収入
207億円(△12)

その他費用
106億円(△18)

（※）単位未満切捨て

その他費用 124億円

販売用不動産評価損 3億円

施設等譲渡原価 26億円

当期純利益
140億円

宅地賃貸料収入
220億円

減損損失

133億円（＋26）

その他収益
13億円(△8)

施設等譲渡収入 26億円

減損損失 106億円

１．経営成績（損益の状況）



2．財政状態

総資産は、減価償却、減損、保有資産の譲渡等により、前年度末に比べ約
1,600億円減少し、約12.3兆円。
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（１）資産の状況

賃貸住宅

11兆3,496億円
10兆7,531億円10兆9,888億円 10兆8,953億円

賃貸宅地(NT) 4,646億円

4,743億円5,519億円 5,113億円

建設仮勘定 9,072億円

425億円490億円 467億円

販売用不動産・

仕掛不動産

2兆6,318億円

4,113億円
4,686億円 4,192億円

割賦等譲渡債権
1兆4,041億円

1,426億円
1,940億円 1,723億円

1 2 3 4設立時 H30末 R1末 R2末

資産合計
17兆4,897億円

12兆3,047億円12兆6,792億円

（※）単位未満切捨て

12兆4,634億円



有利子負債は、当年度においても着実に削減を進め、前年度末に比べ
約2,800億円減少し、約10.2兆円。
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（２）負債の状況

有利子負債
16兆2,771億円

10兆1,821億円 10兆515億円 9兆8,133億円

5,439億円 4,983億円 4,541億円

その他負債
1兆839億円

7,921億円 7,232億円 7,301億円

平均残高金利

3.35%

0.95%
0.84% 0.76%

0.75% 0.73% 0.67%

都市勘定

経過勘定

有利子負債
（都市勘定）

設立時 H30末 R1末 R2末

有利子負債合計
16兆2,771億円 10兆7,260億 10兆5,498億円 10兆2,675億円

（※）単位未満切捨て

負債合計 17兆3,611億円 11兆5,181億円 11兆2,731億円 10兆9,976億円

有利子負債
（経過勘定）

2．財政状態



平成30年度に繰越欠損金を解消。当年度も当期純利益を495億円計上
した結果、利益剰余金を1,206億円計上。
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（３）純資産の状況

・令和元年度に、利益剰余金を原資として約107億円を国庫等に納付している。
・「評価・換算差額等」は、独立行政法人会計基準改訂により、「関係会社株式」の評価方法が変更となったことに伴って計上された。

設立時

繰越欠損金
△7,288億円

資本金
8,574億円 1兆 747億円 1兆 757億円

資本剰余金 427億円 434億円 444億円

純資産合計
1,286億円

H30末 R1末 R2末

1兆1,902億円

（※）単位未満切捨て

１兆3,070億円

1兆 757億円

1,206億円
1兆1,610億円

710億円利益剰余金 425億円 評価・換算差額等 662億円

2．財政状態
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（４）キャッシュ・フローの状況

業務活動によるキャッシュ・フローは、家賃収入や敷地譲渡収入等を確保し
た結果、約3,000億円を計上し、有利子負債の削減に寄与。

（※）単位未満切捨て

業務活動によるCF 3,046億円投資活動によるCF
△232億円

財務活動によるCF
△2,880億円

R1

R2

業務活動によるCF 2,384億円投資活動によるCF
△496億円

財務活動によるCF
△1,822億円

2．財政状態



３．連結財務諸表（損益）

特定関連会社（3社）及び関連会社（10社）の計13社について、全部又は持分
法連結を行った結果、連結当期純利益は512億円。
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経常収益

9,872億円
経常費用

8,747億円

臨時利益 34億円

臨時損失 748億円

当期純利益 392億円

経常収益
9,361億円

経常費用
7,940億円

臨時利益 135億円

臨時損失 1,030億円

当期純利益 512億円

R1 R2

機構単体利益 495億円

関係会社利益 53億円

連結修正 △36億円

（※）単位未満切捨て

機構単体利益 393億円

関係会社利益 59億円

連結修正 △60億円


